
平成３０年７月豪雨 伴 被害    

台風や梅雨前線の影響による、全国的に広い範囲で記録的な大雨

◆人的・物的被害

◆ 職員等の派遣状況
○救出救助
広域緊急援助隊 … 414名（広島県・岡山県）
緊急消防援助隊 … 12名（岡山県）

○災害マネジメント総括支援… 3名（愛媛県大洲市）

○避難所運営・受援調整・り災証明支援等※

…135名（岡山県倉敷市他）
○保健師チーム※ ・・・ 8名（広島県）

○DHEAT（*) … 15名（広島県）
(＊）災害時健康危機管理支援チーム

○水質検査 ・・・ ３名（岡山県倉敷市）

○災害廃棄物処理業務支援 … 8名（広島県）

○警視庁 自動車警ら隊など … 67名（岡山県・広島県）

◆ 支援状況（職員等の派遣を除く）
○義援金の募集（福祉保健局、財務局など）

○被災地の生徒等の都立学校受入（教育庁）

○被災者の都営住宅等への受入（都市整備局）

○乳児用液体ミルクの提供（福祉保健局） など

（１）東京都の支援状況（８月2日現在 延べ人数）

１ 災害概況

＜広域緊急援助隊の活動＞

＜緊急消防援助隊の活動＞

◆避難者数

（２）被害状況（総務省消防庁発表・８月2日14時45分現在）

（１）気象情報
２ 被災地に対する支援状況

＜倉敷市内の避難所の様子＞

被災１6市町に対し、22都県市から396名が派遣

（２）全国の応援職員等の派遣状況（8月2日現在）

人的被害（人） 住家被害（棟） 非住家被害（棟）

死
者

行方

不明
者

負傷者

全壊 半壊
一部
破損

床上
浸水

床下
浸水

公共
建物

その他
重傷者

軽傷
者

程度不
明

220 10 69 335 3 5,124 4,954 2,732 13,663 20,935 8 80

避難指示（緊急） 避難勧告 避難所数 避難者数

17自治体 12自治体 182箇所 3,732人

平 成 3 0 年 8 月 3 日
東 京 都 総 務 局

※台風第12号の被害状況含む

（出典：気象庁HPより）

※区市町からも別途支援
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現在の時間５０ミリ降雨への対応から、※区部河川では時間７５ミリ、多摩部河川では時
間６５ミリ降雨に目標整備水準を引き上げ、河川からの溢水を防止する。 ※(流域対策を含む)

浸水予想区域図について（中小河川の洪水対策）
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①城北中央公園調節池（一期）
（石神井川）【練馬区・板橋区】

場所：都立城北中央公園

容量：約250,000㎥

（一期：約90,000㎥）

形式：地下箱式

②環状七号線地下広域調節池
（神田川・白子川）
【練馬区・中野区】

場所：環状七号線、目白通り

容量：約681,000㎥

形式：地下トンネル式

③和田堀公園調節池
（善福寺川）【杉並区】

場所：都立和田堀公園

容量：約17,500㎥

形式：掘り込み式

④野川大沢調節池【三鷹市】
場所：調布基地跡地

容量：約158,000㎥
(既存を68,000㎥増強)

形式：掘り込み式

対策強化流域（９流域）

凡 例

工事着手済（75/65ミリ対応）

都内全域の調節池貯留量
約２５６万 （現在）⇒約３６０万 （2025年度）

⑦谷沢川分水路【世田谷区】
場所：環状八号線、玉川通り等

延長：約3.2㎞

形式：地下トンネル式

⑤境川木曽東調節池【町田市】

場所：境川ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ跡地

容量：約49,000㎥

形式：地下箱式

⑥境川金森調節池【町田市】

場所：西田スポーツ広場

容量：約151,000㎥

形式：地下箱式

平成30年8月3日
東 京 都 建 設 局
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浸水予想区域図

作成の
契機

平成13年1月 東京都都市型水害対策検討会設置
（構成員：河川管理者、下水道管理者、各区市町村）

【浸水予想区域図の作成着手】

対象水害 内水・外水を一体表示

対象降雨
平成12年東海豪雨
（時間114ミリ）

対象河川 都内の全14流域で作成（H13～20公表）

浸水予想区域図について

浸水予想区域図作成流域

各区市町村が作成するハザードマップの基となる「浸水予想区域図」について、全１４流域で作成済

浸水想定区域図

平成13年6月 水防法改正
【浸水想定区域図の作成義務化】

外水

河川整備で基本となる降雨
（時間100ミリ）

洪水予報河川、水位周知河川

平成30年8月3日
東 京 都 建 設 局
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項 目 改定前 改定後

対象降雨
東海豪雨
時間最大114ミリ、総降雨量589ミリ

想定最大規模降雨
時間153最大ミリ、総降雨量690ミリ

計算単位の大きさ 50m×50m 10m×10m

表示する凡例

Ｈ27水防法改正を受け、対象降雨を変更するとともに、最新データの反映、解析の緻密化

浸水予想区域図について（主な改定点）

既往図との整合を
図った凡例

色覚障がい者対応の凡例

神田川流域浸水予想区域図（既往図） 神田川流域浸水予想区域図（改定図）

平成30年8月3日
東 京 都 建 設 局
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No 名 称 公 表 時 期

１ 神田川流域浸水予想区域図
平成13年8月
平成30年3月想定最大規模に改定

２ 隅田川及び新河岸川流域浸水予想区域図 平成15年5月

３ 石神井川及び白子川流域浸水予想区域図 平成15年5月

４ 城南河川流域浸水予想区域図 平成16年5月

５ 江東内部河川流域浸水予想区域図 平成16年5月

６ 野川、仙川、谷沢川及び丸子川流域浸水予想区域図 平成17年5月

７
黒目川、落合川、柳瀬川、空堀川及び奈良橋川流域
浸水予想区域図

平成17年6月

８ 残堀川流域浸水予想区域図 平成17年6月

９ 境川流域浸水予想区域図
平成17年7月
平成30年6月想定最大規模に改定

10 中川・綾瀬川圏域浸水予想区域図 平成18年6月

11 鶴見川流域浸水予想区域図 平成19年10月

12 浅川圏域、大栗川及び三沢川流域浸水予想区域図 平成20年3月

13 霞川及び多摩川上流圏域浸水予想区域図 平成20年9月

14 秋川及び平井川流域浸水予想区域図 平成20年9月

浸水予想区域図について（公表状況）
想定最大規模降雨による浸水予想区域図について、神田川流域及び境川流域で改定済

Ｈ30年度は、鶴見川流域、城南河川流域について改定し、他流域についても順次着手

平成30年8月3日
東 京 都 建 設 局
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東京管区気象台

「平成30年7月豪雨」の
大雨の特徴とその要因について（速報）
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「平成30年7月豪雨  降水分布 （期間：６月28日から７月８日）

広い範囲で大雨となり、四国地方で１８００ミリ、東海地方で１２００ミリを超えるところ
      ７月 月降水量平年値 ２ ４倍   大雨           
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西日本  東海地方     ７２時間降水量 期間最大値
（期間：６月28日から７月８日）

     梅雨前線 台風   大雨事例 比   今回 豪雨   特 ２日間（４８時間）
 ３日間（７２時間） 降水量 記録的 多 地域  普段雨 少  瀬戸内地方 含  
西日本  東海地方 中心 広 範囲 広        大  特徴

高知県 安芸郡馬路村 魚梁瀬(ﾔﾅｾ)  1319.5 ミリ
高知県 香美市 繁藤(ｼｹﾞﾄｳ)  985.5ミリ
岐阜県 郡上市 ひるがの(ﾋﾙｶﾞﾉ)  868.0ミリ
岐阜県 郡上市 長滝(ﾅｶﾞﾀｷ)  795.0ミリ
徳島県 那賀郡那賀町 木頭(ｷﾄｳ)  756.0ミリ
長野県 木曽郡王滝村 御嶽山(ｵﾝﾀｹｻﾝ)  693.5ミリ 等

20



７月５日から８日の記録的な大雨の気象要因のイメージ図

西日本 中心 長期間  広範囲 記録的 大雨      気象要因 
次の３つで、特に、①と②が主な要因と考えられる
① 多量 水蒸気 ２  流 込  西日本付近 合流 持続
② 梅雨前線の停滞・強化
③ 局地的 線状降水帯 形成
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7月6日19時10分 20時00分 実況 高解像度降水         降水強度分布
(mm/h)の10分毎 時系列 矢印 線状降水帯※を形成する積乱雲の動きを示す。
７月６日夜 広島県  ７月８日未明  岐阜県 線状降水帯 発生          
グ型の特徴を持つものもあった。

※線状降水帯
 次々 発生  発達  雨雲（積乱雲） 列     組織化  積乱雲群     数
時間       同 場所 通過   停滞     作 出    線状 伸  長 
50 300km程度 幅20 50km程度 強 降水     雨域 

広島県 発生  線状降水帯
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（１）河川整備
【対策強化流域（９流域）】
○区部では時間75ミリ、多摩部では時間65ミリの降雨に対し、
河川からの溢水を防止（流域対策を含む）

（２）下水道整備
【対策強化地区（１９地区）】
○浸水被害の影響が大きい地下街や、甚大な被害が発生している
地域では、下水道施設の整備水準をレベルアップし、
最大で時間７５ミリの降雨に対し、浸水被害を防止

（３）流域対策
○都内全域において、時間１０ミリ降雨相当の雨水流出を抑制
○区市が公共施設へ貯留浸透施設を設置する際の工事費の一部
を補助
⇒ 今年度より補助要件を緩和（貯留量100m3以上）

○区市による個人住宅への浸透ます設置費助成に対する補助
を実施
⇒ 今年度より補助率引き上げ（補助率45%)

（４）都民や企業の自助を促進する対策
○浸水予想区域図等の更新や周知など、積極的な情報提供を実施
○大規模地下街における浸水対策計画の充実

東京都豪雨対策基本方針（平成26年6月改定）に基づき、
甚大な浸水被害が発生している地域では河川・下水道施設の
目標整備水準を引き上げて実施している。
また、雨水の流出を抑える流域対策などと併せて、総合的

な治水対策に取り組んでいる。

１ 取組概要

2 治水対策のイメージ

３ 具体的取組内容

【東京都における総合的な治水対策について】

大規模地下街における浸水対策等について ①
平成 ３ ０ 年 ８ 月 ３ 日
都 市 整 備 局
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○12地区の大規模地下街等において、地区ごとに平成28年度までに、緊急連絡体制や避難誘導方法などを定めた浸水対策計画を策定

大規模地下街等の管理者が連携して行う
豪雨時の浸水対策を促進

※施設管理者：地下街、地下駅、地下通路及びこれらに接続する民間ビル等のすべての所有者・管理者

○各部会の代表団体や学識経験者、行政関係部署により構成される

幹事会では、地下浸水防止と避難確保のための最新情報の共有や

他地区での取組事例を紹介

○各地区において、緊急連絡体制に基づく情報伝達訓練を毎年実施

（出水期前）

○各地区の浸水対策計画を、訓練を通じた課題の検証や地域特性を

踏まえた、施設管理者がわかりやすく使いやすい計画に

必要に応じて修正

１ これまでの取組概要

２ 現在の主な取組内容

○各施設管理者※と行政が協働で計画の策定等を行うことを目的とした、「東京都地下街等浸水対策協議会」を設置
（事務局：東京都都市整備局）

３ 協議会の構成イメージ

【大規模地下街等における浸水対策計画の充実について】

大規模地下街における浸水対策等について ②
平成 ３ ０ 年 ８ 月 ３ 日
都 市 整 備 局
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【検討会の構成員】
・座 長：東京都総務局、内閣府(防災担当)

・構成員：都内自治体、国(関東地方整備局、気象庁など)、
陸上自衛隊、警視庁、東京消防庁、
隣県(埼玉、千葉)、交通事業者など

【主な検討内容】
・広域避難場所の確保
 広域避難場所の選定・運営、情報発信 など

・避難手段の確保・避難誘導
 輸送機関・警察等への要請タイミング・方法 など

⇒2019年度、検討会報告とりまとめ予定
 各関係機関の役割分担や連携のあり方など

24年９月 「首都圏大規模水害対策大綱」決定
 広域避難対策の強化を提示

26年７月 「東京都地域防災計画（風水害編）」修正
 大規模水害時の広域避難対策を明記 など

27年５月 水防法改正 →想定し得る最大規模の降雨・高潮への対応 など
【国管理河川】荒川水系(28年５月)、多摩川水系(28年５月)、利根川水系(29年７月)の洪水浸水想定区域図を改定
【都管理河川】神田川流域(30年３月)、境川流域(30年６月)の浸水予想区域図を改定
 高潮浸水想定区域図の公表（30年３月）

28年６月 中央防災会議の下に「洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」(以下「洪水・高潮WG」)を設置

「首都圏における大規模水害広域避難検討会」

30年３月 洪水・高潮ＷＧの最終報告の公表
 広域避難の全体像、避難計画策定の検討手順の提示
 本報告で示した基本的な考え方の具体化に向けた検討の推進の必要性について言及

30年６月 ＷＧの最終報告を踏まえ、都と内閣府共同で「首都圏における大規模水害広域避難検討会」を設置

大規模水害時における広域避難対策について

本検討会の検討範囲

主 な 経 緯 ※以下、青字は都の動き

平 成 3 0 年 8 月 3 日
東 京 都 総 務 局
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